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はじめに
　日仏銀行（La　Banque　FrancoJaponaise）は，フランス商法にもとづく，株
式会社として設立され，約40年に亘り，営業活動を続け，日仏問の経済・金融
に関係を保持した数少ない組織である。同銀行は，日露戦争（1904－05）後の
日仏協調の気運に乗じてω，1912年に設立され，第2次大戦後の1952年に，日
本側資本が没収され，ユ954年にクレディ・パリジャン（Credit　Parisi㎝）に編
成替されることによりその生命をおえた。
　本稿では，従来全く明らかにされていなかった，日仏銀行という一経営体の
経営成果を分析することにより，日仏金融関係史解明の第一歩としたい。日仏
銀行の設立展開をめぐる，より広範な社会経済史的背景，金融関係史などに関
する考察は，別課の課題として，本稿では考察を日仏銀行の内部分析に限定す
る。、
　日仏銀行に関する研究史に触矛Lておこう。日本側における殆んど唯一の研究
と言って良いのが，波形昭一の日仏銀行設立の経違とその意義付けに関する詳
細な分析である②。波形の分析は，原史料「勝田家文書」に依拠しており｛3〕，
設立の経違に関しては，今後これをこえる研究の出現は予想されないであろう。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　139
　2　　　　　　　　　　　　　　早稲田商学第382号
だが設立後の日仏銀行の実態については，波形も，「同行の営業内容について
詳しく知る資料をもたない」と述べているのみである（4〕。
　日仏銀行の日本側大型出資機関となったのは，日本興業銀行であるが5〕，同
銀行の50年史では，第1篇，第3款で対外業務機関（日仏銀行）の設立につい
て3頁にわたり記述され日仏銀行設立の「提唱は，明治42年仏国から行なわれ
た㈹」と述べている。そして「本行出資の対外業務機関は設立されたが，やが
て外資導入の途は絶たれ，且つ大戦申の莫大な正貨流入はかえってその必要を
みざるに至った」と記述しているカ洲，ここでも40年に亘る日仏銀行の経営活
動の具体的言及はみられない。
研究ではないが，資料として知られている『渋沢栄一伝記資料』の第50巻に
も，株式会社日仏銀行の項目がみられる｛8：。この伝記資料では，渋沢栄一の日
記のみならず，中外商業新報，竜門雑誌，銀行通信録の日仏銀行設立をめぐる
記事が収録されており有益である。また，日仏銀行相談会議事録がこの資料集
のなかに収録されていることも貴重といえよう。『伝記資料』の株式会社日仏
銀行に関する記事は，大正6年7月の「是月栄一，日仏銀行相談会員ヲ辞ス」
との記述で終っている。
　この伝記資料の渋沢自身の表現からもわかるように，日本興業銀行の主導で
行なわれる日仏銀行の設立運動に対して，渋沢栄一自身必らずしも好意的では
なく，同行設立5年目に渋沢は刮相談会員を辞任したのである。なお，本稿で
明らかにされるように，日仏銀行は，日仏両国の資本からなるとはいえ，パリ
に本店をおく，フランスの株式会社である。東京支店，神戸支店，横浜支店な
どの記述は，定款や取締役会報告書にみることができるが，日仏銀行相談会は，
フランス本店の定款には，全く記述されていない，日本独自の官民協調のため
の組織であったといえよう。
　フランス側の研究としては，1977年にソルボンヌ大学に提出された学位論文
『1859－1914年における日仏経済・金融関係』のなかで，著者u　Jin－Mie㎜g
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が，「日仏銀行の設立」と題して，」フラーンス外務省の資料を分析し4ぺ一ジに
渡って触れていろのが唯一のものである｛9）。二こにおいても設立の事情は若干
明らかにされるものの，経営体としての40年におよぶ日仏銀行の活動は全く分
析されていない。
　フランス側史料にもとづき，日仏銀行の経営についての研究を意図した筆者
は，遇去数年に亘り，パリで史料調査を続け，フランス大蔵省，フランス外務
省，ソシエテ・ゼネラル銀行，パリバ銀行，国皿古文書館，労働の世界史料館
などで，日仏銀行関係の史料を収集してきた。1997年の夏，クレディ・リヨネ
銀行に日仏銀行の株主総会における取締役会の報告書が，設立年度から1954年
のクレディ・パリジャンにより吸収されるまで1年も欠如することなく保存さ
れているのを発見したoo。
　そこで本稿では，この取締役会報告書を基軸資料として，40年を越える日仏
銀行の経営成果がどのようなものであったかを，実証的に明らかにしたい。日
仏銀行設立をめぐる日仏関係，インドシナ銀行，横浜正金銀行との競合と協調，
第2次大戦期の日仏銀行，第2次大戦後の日仏銀行など同行をめぐる社会経済
史的背景にも興味深いものがあるが，それらの諸点については，別稿の課題と
し，本稿では一経営体としての日仏銀行の分析を行なう。
　日仏銀行の40年を越える経営の実態が明らかにされることにより，逆に設立
の経違やそれをめぐる国際金融関係史などが解明されよう。
取締役会報告書に記録された経営数値をもとに，主として日仏銀行の損益と
株主への配当金および内部蓄積などにもとづき，当行の経営を分析すると，以
下の4期に区分ざれる。
　まず第1期は，1912年の銀行設立以降，1918年に至るまでの時期で，日仏両
国の資本からなる当行が，経営を順調にスタートさせ，第1次世界大戦下の株
主配当の禁止令のもとで，株主への配当はみられなかったが，日仏銀行の経営
は定着し，内部蓄積も着実に増加している時期である。第2期は，第1次世界
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大戦が終了した1919年から始まり，1929年世界大恐慌が，フランス経済に悪影
響を与える直前の1930年までの時期であり，高利益・高配当期である。当期に
は内部蓄積も積極化した。第3期は，1931年から1938年に至る時期であり，利
益は縮小したが確実に実現されており，配当も1株当り6．25フランと安定した。
安定利益・安定配当期とでも呼称することができる。最後が1939年から1954年
に至るまでの混乱期であり，当期には日仏銀行は常に赤字を記録し，配当もみ
られず1954年には日仏銀行の消失がみられた。この第4期は赤字経営・無配当
期とでもよばれることができよう6
（一）安定利潤・定着期（1912－1918年）
　第ユ期の7年間の経営についてはまず第1表（取締役会報告書にもとづき作
成一以下同様）を参照されたい。
　日仏銀行の最初の取締役会報告書はまず，銀行設立最初の年に，明治天皇の
喪に服することになったと述べてい乱
　株主の諸氏は，この銀行が日仏両政府の二重の協力により創設されたのであ
る故，この第1回の営業期間にまで適用されている日本国民の喪中にある状態
に無関心ではいられない。ここで日本の明治天皇の崩御に深い弔意を表したい。
これが最初の報告書で述べられている言葉である。
　この営業期問申には，極東の出来事が一般的に悪影響を及ぼしたと述べられ
ているが，この点については詳細に展開されていない。当期の株式の発行は，
通常はこのような状態にならないのに，殆んど完全に麻痒した。
　だが，日仏銀行の創立者たちの協力により，東洋拓殖会社（Cie　Par　Actions
de　Col㎝isati㎝Orientale）の社債を5％で，5千万フラン相当華行することが
できた。当社は日本政府により，その資本と社債利子（intξretS）の支払いが
無条件に保証されており，経営環境の悪化にもかかわらず，この引受けに成功
した。
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　また，この期間中に東京に支店を開設し，その経営をチフユ・ワタナベに托
しれこの支店は組織編成をおわったばかりであり，今後の発展が期待される。
　1ヨ仏銀行は，1912年7月3日に創設されたが，実際の活動は10月1日に始め
られたばかりなのである。従って，ここに提案する財務諸数値は，過去10ヶ月
のものにすぎないのである。このような最初からの好成果は，すべての従業員
の協力，特にDirecteurのルネ・ドリゾンの努力に感謝すべきである。また，
監査役の報告書も，最初から利益をあげた点に評価を与えているω。
　1913年の営業成果は，第1次大戦の勃発する1ヶ月前に締め切られた過去1
年間のものである。前年は，日本政府の保証による証券の発行をパリ市場で行
ない，利益をあげることが出来たが，今回はそのような幸運はない。純粋な銀
行業務としての通常営業により利益をあげただけである。だが当行の純益は殆
んど前年と同じなのである。
　戦争の始まる時点から，日本がフランス側についたことは特に幸運であった。
日仏銀行の取締役会，管理者層，従業呉，すべてのレベルの活動が日仏両国民
からなっているので，両国が同一軍事グループにいることは重要である。
　損益計算書によれば，純益は65万9，520フラン52サンチームであるが，1914
年9月23日のデクレが配当を禁止しているので，株主への配当は行なわず，
「特別準備金」などに積立てる。
　監査報告では，新たに監査役となったD’Auvig㎎が以下のように説明して
いる。第1回目の監査報告は，日仏銀行の将来の展望が利益を生むものだとの
印象を与えたが，去る6月30日に締め切られた第2回の営業成果も，この期待
を十分確認させるものであった。だがこの事態の流れを中断させる悲劇的事件
のため取締役会は，積極的な保守的手段を次々と採用せざるを得なくなった。
そのため，実現された利益の一部が失なわれることとなった。もしこのような
手段がとられなければ，日仏銀行の将来はより確約出来るものとなり，より満
足を示すことになったろう吻。
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　1914年6月30日より1915年6月30日までの過去1年の営業期間は，11ヶ月の
戦争期間を含むもので，通常の銀行業務（dεs　op6rati㎝s　de　banque　c㎝rantes）
を行っている日仏銀行は，平和時と同じように営業できなかった。日仏銀行の
従業員の音は，戦争に動員された。
　営業活動の滅少は，純益の減少を結果し，昨年65万9，520フラン52サンチー
ムだったが，本年は37万2，072フラン31サンチームにすぎない。だが逆に，こ
の危機の時代にこれだけの純益をあげえたのである。またこの額をみると配当
することも可能だが，取締役会は，むしろ，今年もこれを配当せず積立てるこ
とを提案している。
　前回の報告書で，東京支店が最終的に定着したことが報告されたが，その支
店の最初の営業成果は，経営陣にとって全く満足できるものである。これはひ
とえに東只支店長（Dlrecteur）チフユ・ワタナベと日本人委員会のメンバー
（comit6de　nos　administrateurs）の活動によるものだ。彼らは，本社のため支
店の事業がうまく行くよう，その経験と多くの時問を貢献したのである。この
好成果については，日本支店に祝意を伝えよう。この成果は，他の交戦中の国
とはことなり，日本という国で達成されたのでよりいっそう重要なのである。
日本は現在，大変大きな経済的繁栄を体験しており，輸入よりもはるかに輸出
が多く，資本も豊富となっている。その結果一方では，きわめて顕著に割引率
を下げており，他方でかなりの量の㎜e　difference　de　cha㎎eを記録している。
従ってフランスが戦争を終え正常な経済状況に戻ると，その時，この極東の繁
栄状況がフランスの銀行の活動を拡大することになろう。以上が，この報告書
で述べられている点である血尊。
　1915－16年の営業期間は，1916年の6月30日に締め切られているが，すべて
戦争中である。戦争の銀行に対する影響はないわけではない。銀行の活動がモ
ラトリアムにおかれ支払停止令下におかれてしまった。だが幸運にも日仏銀行
は，既に行っていた入金活動でかなり流動化が可能となっている。これは貸借
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対照表や損益計算書に示されるとおりである。本年も，配当は如何なるかたち
でも行なわない。
　東京支店は，正常な活動を続けており，かなりの成果をあげている。日本人
取締役と従業員に感謝したい。現在日本は，一般的に経済的成長期にあり，こ
れがフランス事業によい影響を与えることを望んでいる。国際関係が正常な状
態に戻ったとき，日仏の貿易・金融関係には，新たな飛躍が期待される。日仏
銀行は現在から，そのための手段を発展させるのに貢献しよう。というのは，
それこそが，日仏銀行設立の理念なのであり，フランスが経済拡張するために
日仏銀行に托された役割だからである。
　またこの年には，取締役会会長の交代がみられ，創立以来会長を勤めてきた
ゲルノー（Gu6maut）が，職務多忙を理由に辞任し，元大蔵大臣のシャルル・
デュモン（Charles　Dum㎝t）が，後任の会長に就任している胆4。
　今回，1917年は1月から移転した新本社（34rue　de　Chateaudm）ではじめ
て，株主総会が開催される。戦争により各種制約が課されてはいるが，この移
転は日仏銀行の仕事にとり必要であり，将来の発展に有益だと信ずる。同時に，
日仏銀行は，旧来の建物を，パリの日本領事館がその事務所として使うよう提
供できたのである。
　今回提示する1916年の営業成果は，戦争真只申のことである。昨年同様この
成果は特に目ざましい変化はない。戦争のモラトリウムのため，固定化政策
（immobilisati㎝）は，依然存続しており，戦争前に契約した抵当を一部でも
現金化することは出来ない。従って今年も配当金の提案は行なわない。だが日
仏銀行は，昨年同様，現金流動化（enCaiSSem㎝t）に成功したので，一定程度，
固定化政策を緩和することができた。そしてむしろ逆に，現金の支払いを行
なったことが財務藷表の借方にあらわれている。この清算の結果，貸借対照表
の全体の数値が縮小している。
　日仏銀行は利用可能な金融手段を国防のため従事している産業家の信用をカ
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バーするかたちで利用した。だが勿論当行の経営活動の主要な目的は，この機
関の創業精神によれば，日本との貿易・金融関係を発展させることにある。こ
の国は，連合国側に素早く参加したのち，戦争開始時点より，補給活動に多大
の貢献をしてきた。その期間を通じて，経済，金融状態はより有利な方向へと
発展した。その貿易収支は毎年増加を続け，金は日本に流入する。ヨーロッパ
諸国で国債を発行していた日本政府は，日露戦争後の現在その対外債務を債務
者に有利な利率で償却中であり，このような急速な日本の富国化を目前にして，
違合国のメンバーは，今度は，日本人貯蓄の貸付けを願っている。
　ロシア，イギリスに続き，今年はフランス政府が日本で，特別短期国債
（Bon　du　Tr6sor）を発行し，5千万円を調達した。その資金は，日本での物
質の調達の支払いに充当されるはずである。日仏銀行の東京支店は，この短期
国債の発行に参加し，それに成功した。他方で本店側は，フランスの国防に必
要な鉱物資源や船舶の日本での購入交渉に参加するのに失敗した。他の多くの
日本商人にとっては，対仏貿易は不幸にも，戦争の結果としての輸入禁止策に
より制限され，傭船の不足により，制約を受けている。だが将来この困難が排
除されるならば，日仏間には大量の交換が行なわれ，日仏銀行は全力でそれに
参加するであろう。そのため現在から準備にとりかかるのである。
　東京支店は，今年も継続した活動により，この事業の発展のため支店そのも
のが応分の貢献をすることができることを示している⑮。
　以前の3ヶ年と同じく，1917隼の営業期問も全く戦争の真只中である。そし
て，正常な平和な時間にあるならば，もっと実現されるだろうと恩われる収益
の期待をまた遅らせることとなった。菱互崔正奈の効果は絶大で，当行は限ら
れた数の現金化しか行なえなかった。だが，日仏銀行はかなり顕著な方法で，
目前の必要な事業の手段（現金）を増加させることができた。前年と比較する
とよりはっきりする。他方当行は国防産業の実業家たちが協力を可能とするよ
うな働きをしてきた。もう数週間で平和の時期が訪れ，それはフランスにとっ
　148
　　　　　　　　　　　日仏銀行（1912－19弘年）の経営史　　　　　　　　　　　エ1
て繁栄と豊かな労働の日々となるだろう。
　日本については，ヨーロッパの内乱が，日本を有利な立場に立たせた。金融
的にも貿易収支の点でもそうである。日本は輸出超過を記録し，その上昇歩調
は，急激である。この国は外国で発行した国債の大量の償却に着手できたのみ
ならず，過去2年間に亘り，日本は遵合国が日本で発行した国債購入に対する
真剣な貢献をしている。
　今回の営業期間中，貿易と船舶輸送が正常な状態に復帰した時，日仏銀行は
日仏間の交換の発展に何を貢献しうるのかと，その条件につき研究し，それを
準備してきた。
　他方では，日仏銀行設立以来，日本と交渉してきた金融的事業を，それほど
遅れることなく再開できると希望するのは正当である。これは，日仏銀行の活
動のもっとも重要な要素のひとつにまちがいないのである。最初の試みが成功
に終ったのに，戦争によりこれが中断された。平和が戻れば，この事業が，再
開継続されよう。と，ここでは東拓の社債発行の再開を示唆している。
　東京支店の幸福なイニシャチブをみると，当期にも，この東京支店は，日仏
銀行の発展に効率的に貢献できることを示したのである。
　この年財務諸表にSu㏄ursale　de　Tokyo（Dotatl㎝）ができ，東只支店の口座
は，本社のそれに吸収される。支店の借方と貸方は，この本社の財務諸表の多
様な口座に分解・吸収される。
　また，この年の取締役会報告書では，取締役会副会長の交代があり，テツジ
ロウ・シダチと，テッタロー・アオキが辞任し，新たに副会長にヒサアキラ・
ヒジカタが就任した点が報告されている06。
　第1期，安定利潤・定着期の最後の年である，1918年に取締役会は、何より
　　　　　　　　　毛アラトリアムも資産を流動化し，支払停止令下におかれていた債権（≡信用）を利用可能状
態におこうと努力し，幸運にも満足する成果を得ることができた。
　旧敵国に対する債権については，違合国軍側の勝利がもたらした平和条約の
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条項を検討すると，この信用の決裁は，フランスに有利な条件で行なわれる確
約がもてる。
　ロシアでの日仏銀行の債権については，ロシアの状況は，いまひとつあいま
いで，日仏銀行側が十分動機をもって行動することはできない。だが，このあ
と利益分配についての当行の行なおうとしている提案は，大いに偶然の幸運を
考慮したものである。
　要するに，今日，日仏銀行はより一層の信頼を持って将来をみすえようとし
ている。それは，日仏閻に貿易関係が確立されたからである。この交易関係か
ら広範に利益を吸収しなければならない。この視点からより一層経済活動を続
けていく。東京支店の援助は大きい。その成果は，当行の忠実な同盟国の経済
状況が繁茂していることを反映している。本店にもたらされた協力の効率性は，
単一同一の目的のための日仏の親密な協力により協調される。唯一の共通目的
とは，両国の貿易・金融関係のより一層親密化であるω。
　以上，日仏銀行の創設（1912年）から，1918年に至るまでの時期，7年間を，
安定利益をあげ，日仏銀行の経営が定着する時期をとらえ経営の実態を追跡し
てきた。この時期の特徴は，何よりもまず，日仏銀行が安定的利益をあげ，そ
の東京支店の経営活動も定着して，第1次大戦時の法制下で，株主に対する配
当金支払いは禁止されたものの，日仏銀行が経営体として十二分に採算にかな
うものであることが確認されたことの意義は大きい。
　第2に指摘しておくべきことは，日仏銀行の業務については，当初日本興業
銀行側より，主張されていたように「フランス資本を輸入して，日本側が植民
地や中国へ再輸出する」という業務は殆んどみられず，日仏間の貿易や金融取
引に関する業務に専念していったことである。設立年である1912年に，東洋拓
殖会社の社債発行に関係したのが，唯一の例外で，その後1916年に至るまで，
日仏銀行がこの種の業務に関係した記述は一切みられない。たしかに，1917年
の「取締役会報告書」では，「日仏銀行設立以来，日本と交渉してきた金融的
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事業」が戦争により，中断されたが，戦後平和回復とともに再開されることを
期待するとの表現はみられる。だが他の個所の大多数の記述は，日仏銀行の創
業精神は，日仏問の貿易・金融関係を発展させることにある（1916年報告書）
と述べているのである。
　第3に指摘すべきは，明治天皇の逝去に深い弔意を表しているように，この
銀行は，日本国民とともに歩むことを目標にしていた。従って，第1次世界大
戦に，日本が当初からフランスと同じ違合国側で参戦し，日仏両国が同一陣営
にあったことを高く評価している。また，第1次大戦後の日本経済の繁栄の状
態に関する記述も随所にみられ，日仏閻貿易の増加への期待がうかがえる。繁
栄する日本でフランスの短期国債（Bon　du　Tresor）が日仏銀行により発行さ
れ成功したことが1916年の報告書に述べられていることも興味深い。
（二）高利益・高配当期（1919－1930年）
　第2表は，第2期（1919－1930年）の経営をまとめたものである。
　1919年は過去5年問のうち，はじめて経営期聞全体が，戦争のない時期に対
応している。当行の努力は日仏問の貿易の発展より利益をうることにむけられ
ている。獲得された成果は，全く満足すべきもので，この年から配当を行なえ
る時代が再關する。
　菱該梧正状態におかれていた，諸株主の日仏銀行での債権について，経営陣
は決して処理を忘れず，積極的に規則を実施してきた。他方旧敵国にある日仏
銀行の債権（Cr6anCeS）についても特別注意してきた。それぞれの国との平和
条約が締結されるたびにその調整はなされる。平和条約の金融に関する条項が
有利な解決策を可能とする。
　ロシアでの債権については，将来の決裁の可能性の有無に関して発言するの
は，時期尚早である。
　東京支店で実現された利益は，昨年同様顕著な増大を記録している。株主総
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会の名前で，東京委員会と管理部に敬意を表する。日仏銀行の利益の殆んど大
部分が日本との銀行活動に由来することを認めることは大変満足できることで
ある。
　この経営成果から，今まで歩んできた適をさらに歩む勇気が出てくる。当行
は明らかに日仏銀行創設時に支配的だった哲学，日本との貿易を可能な限り進
めるという，考え方，この中に活動分野を見い出していくだろう胸。
　1920年から1921年にかけての1年間には，確立してきた経営方針に忠実に，
本行はフランスと日本の貿易を促進するための努力を続けてきた。本行の経営
活動一時にその第1セメスター分一は，満足ある成果をもたらしそれは今回の
財務諸表に反映している。
　日本との関係において大きな発展のあったことをよろこびたい。日本国皇太
子が最近フランスを訪問し，フランス国民，フランス政府の熱烈な歓迎を受け
た。これは日仏両国の絆をいっそう強めるものである。
　この好意的雰囲気のなかで，将来に信頼をもつことができる。当行は最大の
努力により日仏聞の貿易の発展を助ける。当行が願うのは，現在世界をおおっ
ている経済，金融危機の終結が近く，日仏銀行の飛躍を止めるものでないこと
をである。
　今期に実現された利益は，部分的であれ全体的であれ準備金とされた。とい
うのは，日仏銀行の債権は，十分に現金化することができるかどうか疑わしい
点もあるので，この準備金こそが不意の出来事に備えられるからである。かく
て，貸借対照表の貸方の欄に，ロシアの現状を考慮して，日仏銀行のロシアの
すべての債権を完全に償却した。さらに5％の代りに6％を先取りすることに
より，損益計算書の特別準備金を30万フランから100万フランヘと増額するこ
とを将来にむけて提案したい09。ここで提案された特別準備金の増額は，翌年
（1921年）から実行されている。
　前隼に引き続き1921年の当銀行の努力は，日仏両国の貿易取引の促進にむけ
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られた。この事業への参加は成功をもたらし，満足できる成果が収められた。
当行は正当な方向を歩んでいる（皿㎝s　so㎜㎜es　danslab㎝ne　voie）。
　日仏両国を襲っている経済・金融的危機にもかかわらず，昨年の本行の営業
活動は，停滞するところがなかった。顧客の増大により，多様なサーヴイスが
提供され，よろこばしいことに，日本と取引をする，益々多くのフランス人商
人たちが，その活動を日仏銀行に委託している。昨年の6％に代り7％の配当
を今回は提案したい。
　この好成績を株主総会に提案するにあたり，本社および東京支店の責任者，
従業員の努力に感謝する。
　取締役会の交代について述べると，元駐日仏大使ジェラール（A．Gεrard）
が逝去したのでその後任に東京在住の駐日大使，Pa1ξologueが任命された。ま
た日本人取締役として，マサキチ・オノが就任している㈱。
　1922年12月の取締役会報告書は，1922年の営業成果に関するものであるが，
1923年9月に，関東大震災が発生したので，まず，この点についての記述がみ
られる。過去数ヶ月，日本を襲った破滅的な恐ろしい出来事は，深くフランス
を悲しませている。世界史のなかで，一連の災難が次々と同一の国にふりかか
ることは例が殆んどない。地震，火災，津波一これらの事故が当行が何年間も
の閻行ってきた仕事と努力とを数日問にわたり無益なものにしたのである。特
に素晴らしい都市，東京や横浜を破壊し，付近の都市全体を破壊し，数千人の
人々の命をうばったのである。今日本は，全員が喪に服している。また他方，
史上例がないといわれるのは，このような不幸のあと，復興がかくも急速に行
なわれていることである。地震の災害の竪日から，破壊された場所の体系的修
復がなされており，各人の復興にかけるエネルギーのお蔭で，比較的短期間で
この災害の痕跡は完全に消失されるだろう。日本国民がフランスで頼りにする
多くの友人たちのなかで，第1番に言及されるが，この日仏銀行である。この
銀行は両国問の絆をより強園なものとし，パリ本店においても東京の支店にお
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いても，この素晴らしい日本という国の外交代表者，銀行，工業および商業と
毎日関係するのである。日仏銀行は，この偉大な日本人家族に所属すると考え
られるので，日本の服喪は，日仏銀行自身の服喪でもある。本行は日本が最近
被った災害に対して，この機会に深甚なる同情の気持を日本国民に伝える。取
締役会および本店の管理部は気持を一体化して哀悼の意を表してほしい，と報
告書は述べている。
　日仏銀行の被害は殆んどなかった。たしかに東京支店の所在する建物は，火
災により破壊された。だがこの建物はすでに非常に多くの部分が償却され，損
益計算書には12万9，000フランでしか表記されていない。証券類を保管してい
た金庫は，火災をまぬがれ，日本人の報恩的性格は，この破滅のあとも，全体
として変化がない。また，最初の営業期閻に日仏銀行が積立ててきた準備金は，
あらゆる出来事に配慮するに十分だったのである。従って，取締役会は最初に
考えた利益の配分方式を変化させるべきでない，と判断したのである。
　東京支店の従業員で命をおとした者は1人もいない。従って，去る6月30日
に締め切られた1年間の営業期問中，前回と全く同じ経営方針が守られてきた。
その成果からみて当行の主要な目的は，日仏間の貿易を促進することにあると
確信するに至った。このため最良の方法は相互に使節団を交換し，貿易上の必
要性と両国の生産能力の調査をすることが望ましい。このため日本の経済使節
団が来仏し，またごく最近には日本商業会議所連合藤山代表のミッションが来
仏した。フランスから日本へは，Amiral　Gi11yの使節団が派遣された。これら
の使節団の交流により，相互に意見交換がなされ，それは貿易取引の増加をも
たらすに違いなかった。銀行家の視点からこの協力は，両国の貿易関係のため，
契約された仕事を行なうため，大いに要請されつつある刎。
　昨年の報告書では1923年9月1日の地震による損客につき言及したが，この
被害額は，この1923年1年の営業期問中の積立てた準傭金の支出で容易にカ
バーすることができるほどだった。だが幸運なことに，この準備金に手をつけ
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ることも必要ではなかった。というのは，この期聞の利益がかなり多額であり，
配当や一般準備金を減少させることなく，震災による損失を補填できたからで
ある。
　かくて，昨年の8％に比べ，今年は配当を10％とし，特別積立金を55万フラ
ン積立てておくことができる。この額により日仏銀行は，創業者株を買取るこ
とさえできるのである。もし，創業者株の所有者の会合が数分後にここで開始
されるなら，この計画に合意を与えてほしい。1株当りの配当は11．25フラ
ン，創業者株への配当は，6．25フランである。12月18日より支払いもスタート
する勉。
　1924年も昨年同様，営業状態は良好である。日仏問の貿易は不断に増加しつ
つあり，この動きは強化されつつある。フランス経済使節団の日本の友人たち
への訪問は，すばらしい歓迎を受け，両国の商人と産業家をむすびつける緊密
な関係を再び強化するに貢献するだろう。
　皆に望まれている交換の安定化（stabilisati㎝des　cha㎎es）が率現されれば
静譲のなかで交換が発展し，取引がよりいっそう濃厚となることは予想される。
　日仏銀行の業績はより一そう評価される。というのは，その顧客はたえず増
加している。今あらゆる場所に経済不安が起きていても将来についてはあまり
心配せず，営業を続けたい。
　昨年の総会で創業者株の買戻し（償却）計画が提案され，総会がその提案を
受入れたので，買戻しが実行された。現在殆んど大多数の創業者株持分が，払
戻しを受けている。この買戻し故に，株式配当は昨年の9％から12％へと上昇
し，特別積立金をその資金にあてる。株式配当金は15フランで12月17日より支
払いを行なう㈱。
　1925年の経営についても不安定な一般的経済状況と経済恐慌の脅威にもかか
わらず，日仏銀行が実現しようと望んでいる利益を実現しながら，当銀行が正
常な発展をしていることは，幸運である。
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　日仏銀行の策定した将来計画のなかで，横浜と神戸への2つの支店關設計画
がある。その開設の認可を得るため，日本政府への陳情が行なわれた。日仏銀
行本店も，今回新施設へと移転した（33me　Cambon，Paris）。家賃がきわめて
高くなったので，不動産を自から所宥する決意をしれ貸借対照表の貸方に
250万フランが記載されている。
　昨年の成果を考え，また慎重規則（regles　de　prud㎝6e）により，株式配当
は昨年と同じ12％で，15フランとなる㈱。
　1926年の営業期聞の成果は，202万3，830フラン35サンチームの純益を記録し
た。経済生活が時に混乱している時に実現されたこの純益額は，全く満足でき
るもので，14％の配当率を提案したい。前回，紹介した経営計画の実現を追求
中である。創設を予定していた，神戸と横浜の支店は去る7月1日にオープン
した。その経営が，急速に黒字となるよう期待する鰯。
　日本が1927年初頭より苦しんでいる金融恐慌はまだ完全に終結したものでは
ない。だが日本政府により実行された清算政策（1a　politique　d’assainis－
Sement）により，一般状況はよりよく改善された。将来に信頼をとり戻すこと
が可能である。
　この恐慌にもかかわらず，日本の3支店の営業は，満足できるかたちで発展
している。特に言及すべきは，神戸支店が，最初の営藁期問で，取締役会を極
めて元気づける成果をあげた÷とである。
　フランスでも，日仏銀行の経営活動は停滞を知らなかった。フランスの国民
的通貨が，法定安定化したのち，事実として安定したという点が，日仏間の取
引の顕著な復活をとりもどした。その結果として，日仏銀行は大規模に銀行取
引の融資活動に参加した。一般経費と償却費を差引したあとの純益は，107万
4，944フラン56サンチームにのぽった。これは，昨年の14％を上まわる株式配
当15％を保証するものである㈱。
今回報告する1928年の営業期問には，日本通貨の不安定性が反映されている。
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中国との間に発生した政治的紛糾の結果，この不安定性が生じたのであり，貿
易収支の赤字の結果生じたのであり，帝国政府が金輸出禁止を解禁するかどう
かという微妙な金融政策の一般的不安定性から生じたものである。
　だがこの日本の通貨政策は，1928年から29年の1月初頭にむけて準備された
ものである。それは円の価値の再評価により大きく修正された。過去数ヶ月で
円の位置ははるかに改善された。円にもたらされた修正は，過去10年間に円貨
が失ってきた金との交換率をとりもどすものである。
　さらに日本通貨の側よりこんなにも期待されている安定化は，この国の経済
に大きな影響を与えることなく実現されうるのだろうか。勿論疑いもなく，こ
の望ましい手段が，ひとたび完成されるなら，日仏貿易関係には，新飛躍が与
えられ，それは日仏銀行に有利なのは当然である。
　このような不利な経済条件にもかかわらず，わが銀行の営業活動は，正常に
発展している。獲得された成果は，満足できるものであり，一般経費と償却費
を差引いたのちの純益は，113万6，573フラン42サンチームを記録している。こ
の数値から，昨年の1株当り配当額，18フラン75サンチームにかわり，今年は
20フランの配当が可能なのである勿。
　極東では，1929年第2セメスター中に，貨幣的・経済的困難が，これらの国
の状態をさらに複雑なものとした。経済活動の全分野に発生し始めた鋭い恐慌
は，ほぼ全体的な状況となってきた。日本もこの恐慌に陥った。
　だがユ929年7月初頭から，日本帝国政府は，通貨の安定策の作成に着手した。
そのため，経済・財政緊縮のための金融政策を実施した。国民に同じ原則を
とって行動するよう要請した。すべての努力を輸出の発展にむけるため輸入制
隈をするよう商業や工業部門に要求した。実質的効果はみられたとうりである。
というのは，この安定化準備の時期に，すでに物価は殆んど変動しなくなって
いたからである。
　かくして，数ヶ月もたたない11月に，日本政府は，近く金輸出を解禁するこ
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とを予告した。そして，1930年10月ユ1日に，金の自由な輸出を認めるように
なった。恐慌のため，この時期の日本との貿易については，なかなか記述しに
くい。だが，日本人商人の努力は，公権力により奨励され支持されさえした。
この不利な条件にもかかわらず，日本の対外貿易拡大の動きは，減少すること
が少なかった。
　また事態は一時的である。経済復興がまだそれほど近くないと考える理由は
多い。だがこの困難な状況にもかかわらず，日仏銀行の活動は停滞することが
なかった。営業活動は，通常のカーブに従った。獲得された結果は，満足すべ
きもので，過去1年とほほ同じである。
現在，フランも円もともに安定化した。そこで取締役会は，今期より財務諸
表の数値を1円が12フラン72サンチームの交換比率で再評価することとした。
　この再評価の結果，借方の「特別準備金」は昨年100万フランであったのが
今隼は1，875万フランとなる。また貸方の「東京の不動産」は，昨年の28万
3，800フランから136万1，040フランヘと変化することとなった。
　他方あらたに借方に，32万7，500フランの特別準備金（Rξserve　Spεciale）を
つくることが適切と思われる。
　純益は，115万2，961フラン50サンチームである。1株20フランの配当が昨年
と同様に提案される。12月18日より支払いが行なわれる。だが配当金の純粋額
は，前期より多くなる。それは税金率が下がるからである㈱。
　1930年1年間経済的混乱が消失することなく暮れた。消失するどころか深刻
化さえした。生産と消費が不均衡となり，そこに政治的危機が加わった。保護
関税の行き過ぎや，貨幣的トラブル，金融市場の混乱などが結果として不信，
退蔵，信用の一般的収縮を引きおこす。
　世界経済は最大の困難に陥っている。交換は困難で危険なものとなっている。
安定性への復帰と信頼に対するより正当な感情とがやがて，必要な安全性と規
則性を取り戻すことを期待すべきである。
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　日本は，経済的復興を取りもどそうとしているように思えるまれな国のひと
つである。公共財政はより厳密な貯蓄精神により凍結され，政府の奨励を受け
た全国生産は，外国の競争を排除するため使われ，商業はその対外拡張の増加
のエネルギッシュな行動に固執する。日本は，その輸出のため新市場を開拓す
るのに成功した。輸入超過は減少傾向にあり，対外収支は日本に有利である。
　今年の営業期間を終了したのち，去る7月に横浜正金銀行が，閉鎖したリヨ
ン支店をパリに定着させた。この銀行の強力さを考えると友好関係を保つ必要
がある。だが望むらくは彼らのパリヘの進出が，日仏銀行の事業に不利な影響
を与えないことだ。将来それは明らかになろう。
　営業期問中，日仏銀行の営業は全く活発であった。取引は，困難な期間にも
かかわらず，満足できる結果をもたらした。
　純益は116万1，088フラン34サンチームとなる。これは，昨年と同様，株当り
20フランの配当を可能とする。
　この年取締役会会長のCharles　Dumontは，海軍大臣に就任するためその職
を辞した。最後に，取締役会日本人メンバー（東京在住）の移動について触れ
ておこう。辞任のジロー・ヤスダに代り，コーイチ・カワカミが就任し，逝去
したコウノジョー・タツミの代りにレイタロー・イチノミヤが選ばれた鋤。
　第2期の1919年から1930年に至る12隼間は日仏銀行が最も利益をあげ，配当
金も1株当り20フランにまで増大した，繁栄期である。この高利益・高配当期
にはまた利潤の内部蓄積も進み，第1期と同様に，3種類の企業内積立金の形
成がみられた。また当期は，戦争の影響が最も少なかった時期でもある。
　第1点として指摘しておきたいのは，当期の日仏銀行の取締役会も，日本に
関する出来事を取締役会の報告のなかに記述し，同銀行の，日仏共同事業ぶり
を強調していることである。それらの出来事とは，1920年の皇太子のパリ訪問
や1923年8月の関東大震災の記事である。関東大震災による日仏銀行の日本支
店の施設や行員の犠牲の有無につき言及するのは当然であるが，日仏銀行取締
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役会は，被災した日本国民に対する見舞いの言葉を述べているのである。そし
て，1922年12月の取締役会報告書では，この日仏銀行こそが日本国民が一番頼
りにする日仏を緒ぶ友好機関となったのだとさえ述べている。
　そこで，第2点として指摘しておきたいのは，日仏銀行が，日本とフランス
の両国関係を基本に活動してきている点である。日仏銀行はフランスの資本を
日本を経由して，近隣諸国へと輸出する機関ではなかったことである。第1期
では，まだフランスからの大量の資本を輸入するという「金融的事業」に対す
る愛着がみられたが，第2期には，例えば1919年の報告書にみられるように，
創立期の哲学は，日本との貿易を可能な限り拡大することだと述べているので
ある。またユ922年の報告書は，この時点に至るまでの過去の実績からみて，日
仏銀行の主要な目的は，日仏間の貿易を促進することだと確信するに至ったと
述べているのである。
　第3点は，高利益・高配当期の当期に，東只支店以外に，神戸支店，横浜支
店が開設され，いづれも好成績をおさめていることである。また関東大震災後
には，日仏経済交流の気運が高まり，1ヨ仏貿易促進のための使節団が相互に訪
問していることにも留意しておきたい。
　最後に第4点としては，1929年の世界恐慌の影響がおき始めたことが，1929
年，1930年の報告書に記述され始め，第3期への展開がなされている。
（三）安定利益・安定配当期（1931－1938年）
　第3期の経営史（1931－1938年）を検討する前に第3表に注目されたい。
　ユ93ユ年度の営業期間も，世界全体に経済恐慌が存続し，事業は鏡い落ち込み
を経験し続けている。多数の経済的困難が国際貿易の動きに制約を与えそれを
減少させている。実際，多くの国が真正の閉鎖経済システムにより，国内市場
と生産を守るための諸手段を採用した。その手段とは，輸入割当制，関税の引
上げ，通貨の切下げ，通貨管理，多様な方法による移転の調整である。この手
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段は緒局，世界交易の活発な復活を防げる。
　各国は，国内政策にもとづきこれを解決しなければならないのに，国際政治
の影響が複雑さをますのである。この状況ぱ，全体的不確実性を生みだし，そ
れは，経済復興に不可避な信頼の飛躍的発展辛麻痒さ幸私だがここ数ヶ月の
ところ，この経済不況状態が減少するわずかな徴候があらわれている。
　1931年の第2セメスターに，貨幣制度上二つの重要な事件がおきた。9月21
日にイギリスが，金本位制の廃止を宣言し，12月14日に，今度は日本がそれを
宣言しれこれらは，日仏銀行の活動に顕著な困難を引きおこした。
　この点につき，ここで想起すべきは，1929－30年の営業期間を総括するにあ
たり，円が安定化したので，財務諸表の項目を1円当り12フラン72サンチーム
にもとづき評価しなおしていたことである。だが，金本位制の廃止により引き
おこされた日本通貨の最近の悪名高い価値下落（dεprξciation）は，取締役会
にふたたび勘定項目の数字の再評価を強制した。第3表にみられるように，こ
の緒果，日仏銀行の臨時準備金が大幅に減少しまた特別準備金は消失するほど
だった。このことは，今回提出する財務諸表の数値が証明することである。皿
　日本に進出した支店のいくつかが閉鎖された。外国の他の銀行に見習って，
取引量の減少により節約しなければならないため，また日本の銀行法が近く適
用されると経費がかかるようになると恩われるため，取締役会は積浜支店を閉
鎖した。そ㍗窓口は去る5月i日に閉鎖された。
　これほど多くの不利な要素にもかかわらず，日仏銀行は，継続的にその活動
を行ない，顧客より要請されたサーヴィスを行ってきた。その結果は本店で実
現された利益が，幸運にも，二つの支店の損失をカバーする手段を与えた。
　当期には，前会長シャルル・デュモ」ンの復帰を依頼しそれに成功した。デュ
モン氏は，19ユ6年以降就いていた取締役会会長のポストを再度引受けた。
　またトヨタロー・ユーキとLe　Baro早Nicolas　de　Gmzburgの取締役の再任を
決定した鮒。
　166
　　　　　　　　　　　周仏銀行（1912－195蜂）の経営史　　　　　　　　　　　　2g
　世界恐慌はその深刻さを守っている。1932年の最後のセメスター中に，回復
を願う経済界の人々が，ロンドンに結集した諸国政府の代表の叡智に期待した。
彼らは信頼を素早く取り戻すため急いで準備を行った。だがその希望は一度な
らず失敗した。さらに，各国民は各国独自の経済により生きていく結論に達し
たのである。当然国際貿易は，この状況から困難になる。この状況は長引くよ
うである。事業一般の行なわれる背景は不安定なのである。
　だが，日本では生産が少しづつ回復しつつある。他方この生産の回復はわが
銀行にとっては，利潤のもどとなろう。だが他方で交換の滅遠化の原因となっ
ているのは，日本に交換のコントロールの手段が定着し，資本や有価証券類の
流通に制約がもたらされたことであり，またフランスヘの外国商品の輸入に割
当制が課され一これは他のヨーロッパも同じだか一たことである。
　このように日仏銀行の事業は，不利な状況の不可避的緒果を堪えねばならず，
日仏銀行の利潤は日本通貨の切下げにより小さくなったにもかかわらず，当銀
行は，可能な限り，その顧客の必要を満足させ緯けた。この忠実さは経営陣に
とり貴重である。従って，昨年とほぼ同じく，純益を記録し，昨年と同じ，
6．25フランの配当が可能である㈱。
　たえず悪化している世界が経験するこの困難な1933年の時期に，改善の如何
なる兆しもみられない。多大の繁栄ののち，日本産業は，この時点以降；繁栄
の停滞化の兆侯を示しはじめた。日本の対外貿易は，一その拡張により突然に
繁栄したのち一より多くの外国でたえず実施されている保護主義的政策に直面
するようになった。
　フランスの取引一さらに日仏銀行の活動rは，この悪影響を受けずにはいら
れなへ、更に，当期には；・一目本通貨はジリーブル・一スタ∵リング貨とドルに芙
感して；二．低下し続けたのである。その切下げは加速化された6、今回の数値では，
「臨時準備金」滅少の申にこの切下げの緒果があらわれているパ、
　過去の営業で特に注目を引くことはない。銀行活動は，このような激しv嚇
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争のなかでも正常な活動を続けた。営業活動に対する利潤幅が，縮少したとは
いえ，日仏銀行の獲得した成果は，今年もまた昨年と匹敵する。純益もほほ同
額であり，株当り6．25フランの配当を提案し，昨年の水準を保持したい，と報
告書には述べられている鯛。
　今回1934年の成果は，昨年とほほ同じ33万2，521フラン68サンチームの利益
を記録した。満足できる成果と考える。この困難な時代を考えると特にそうで
ある。昨年の株主総会でも確認したように，世間の経済状態には何の改善もみ
られない。逆に，国際政治状況はより一層全体的経済不況を深刻化させ，待ち
望まれている経済回復を遅らせている。
　日本では，政府と商工業諸団体との協調的努力により，経済活動は持続でき
発展さえできた。だが，ここ数ヶ月，この国においてすら，ここ数年の集約的
生産が，日本自身の需要を超過するのみならず，輸出の可能性をも奪ったので
ある。この状況は，指導者たちにかなりの割合でその生産を制約する手段をと
るように命じたのである。あらゆる国で行なわれている緊密で硬直的な保護主
義政策は，日本の対外貿易の発展に深刻な制約を与えた。
　フランスでは特に極めて厳格な割当手段が交易の障害となり，貿易量は絶え
ず減少している。
　日本通貨は一定の安定性を保ち，発生した軽微な変動は，今年は財務諸表の
なかにそれほどの影響を与えていない。昨年と同様の交換比率にもとづき諸表
を作成した。厳しい競合に直面しなければならないが，昨年と同じ6．25フラン
の配当を提案できる㈱。
　貨幣市場の状況，日本で施行中の資本移動に対する規制および多種の規制策
が依然として，金融活動に対立する。この規制の対象となっている活動こそが
日仏銀行の主要目的なのだ。1935年の営業期間中についても，日仏銀行のすべ
ての努力は日本との商業活動（opξrati㎝scommercia1es）の発展にむけられて
いた。
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　事実，昨年1年は，新たな貿易の収縮によって特徴づけられる。当行は，
益々激しくなる競争と戦わねばならなかった。この期間日本通貨は，軽微な変
動しか体験しなかった。財務諸表には何の影響も残されていない。
　いくつかの勘定項目がなくなったことに注意されたい。その理由は，取締役
会は，この項目では正確にその内容と名称とが一致していないと考えたからで
ある。というのは，この項目の要素は，円の変動とともに変化するからである。
　経費は節約に努めたが結果として増加した。この増加は更に来期はより大き
くなろう。最近日本の議会で採決された社会立法の影響を受けてである。だが
経営の結果は，昨年に匹敵する利益を記録している。従って昨年と同じ6．25フ
ランの配当が可能である㈱。
　今回報告するのは，日仏銀行創設以降，第25回目を数える営業期閥の報告書
である。特に当期の1936年期は，あらゆる点で経営に不利な状況で特徴づけら
れている。その結果は，フランス人の経済生活を深刻に変化させてきた。そし
て，すべてのフランス企業が，再適応するための長い骨の折れる調整過程を必
要とした。
　営業期間が始って3ヶ月後に，1936隼10月1日の通貨法（1oim㎝εtaire）が，
フランの第2回目の切下げを決定した。また1937年6月30日の政令（d6creレ
1Oi）がその規定を中断したのである。フランは，変動通貨（me　m㎝naie　not・
tante）となった。
　日本での営業については，円の運命についての一般的不安にもかかわらず，
一というのは円は，対外貿易の赤字で弱体化され，金の流出でも弱体化したの
だが，一この円通貨は比較的安定し，la1ivre　sterli㎎に対しても1sh．2d．の
比率を保った。日本政府はそれを固持する意思を最近宣言しれ
　この解決策により，日本との貿易関係は，資本流出に対するコントロールが
強化されたことによりより一層困難となった。
　これらの悪条件下でも，厳密に商業的性格の日仏銀行の営業活動は，正常に
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行なわれた。経営成果は，40万6，651フラン11サンチームの純益を記録し，昨
年の5％に代り6％の配当が可能となる。
　日仏銀行取締役会副会長のトヨタロー・ユーキが日本興業銀行総裁を辞任し，
大蔵省に勤めることになり，副会長を辞任した。代りに日本興業銀行新総裁の
イチマツ・ホライを指名して，日仏銀行取締役会の副会長とする。
　また長年日仏銀行東京支店長として貢献のあったエイイチ・ヤマムラを全員
一致で，本社取締役に昇格させる竈在日本の取締役の選任は，東京在住の日仏
銀行の同僚の推薦に基づき決定される。そして1株7．50フランの配当が承認さ
れ，12月16日よりの支払いの決定がなされた。また5％の法定準備金が先取さ
れたのち，来期の損益計算書へ48万7，390フラン37サンチームの繰越が決定さ
れた。東京在住の取締役としてイチマツ・ホライ（トヨタロー・ユーキの交代
者），ジロー・タナカ（テルオ・アカシの交代者）およびエイイチ・ヤマムラ
（東京支店長）の昇格が決定された闘。
　以前と同様，わが銀行の営業活動は，今期1937年もそのすべての努力を貿易
取引の発展にむけたのである。第1セメスターは大変活発だった。というのは，
我々の理解するところでは，多様な動機によるものであり，日本での輸入業者
は，通常の補給活動が行えないので，在庫をつくろうと輸入に励んだと思われ
る。だが逆に第2セメスターでは貿易量の減少により特徴づけられる。減少は
この時点より激化する。
　日本経済の全体がおかれている状況というのは，統制と制限体制の結果であ
り，それは時間がたつにつれより狭隆でより厳格となっていくのである。日本
の貿易は，その影響を受けはじめ，衰退傾向をもつ。
　日本の国際収支の均衡が困難にもかかわらず，円は1ivre　sterIingに対して
1sh．2d．の固定的交換比率を維持した。だが，わがフランは変動的な通貨の性
格をもつので，円のフランでの表示は，他の営業期間の数値に比べておよそ
60％程度のものである。昨年の諸表と比べるといくつかの項目では，顕著な増
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加がみられる。その結果今期の純益は55万3，875フラン57サンチームであり，
約8％の配当を可能とする。
株当り10フランの配当を12月8日より支払う。また5％の法定準備金を先取
りしたあとの繰越金額は，49万2，738フラン83サンチームで次期の損益計算書
にあらわれる。
　在東京の取締役として，ヒデシゲ・カシワギ（レイタロー・イチノミヤの交
代者）を決定した鯛。
　去年の6月30日に締め切られた1938年7月より1939年6月までの営業期問の
報告を12月でなく2月14日に開催するのは，戦争という状況故に認められるべ
きである。国際政治の緊張の圧力のなかで，過去1年の営業が行なわれたが，
わが銀行の活動は，正常であり，業務活動は純益を記録した。
　戦争が始って事態がかわった。フランスでの商晶の輸出入に関する統制の創
設は，営業活動の顕著な滅少を引きおこした。このような統制は既に日本では
数年前より定着していたので，両国の商業貿易は今日，日仏両国側からの二重
の打撃を受けている。もしこの状況が長引くならば，それは現在の営業期間の
成果に深刻な影響を与えるだろう。
戦争から生れたこの例外的現状は，日中のトラブルの長期化と同様に，我々
の利益配当の方法によりいっそうの慎重さを要請する。
　デュモン・ド・フルトウの逝去もここに報告する。また今期の配当について
も，1株当り，6．25フランの配当が決定された鋤。
　第3期は，世界大恐慌の影響が深刻化すると同時に，第2次大戦の足音が近
づきつつある時期である。従って，1931年から1938年までをカバーする第3期
に関する取締役会の報告書は，第1期，第2期に比して，控え目である。安定
利益・安定配当期とでも規定できる当期には，経済恐慌の影響下にもかかわら
ず，日仏銀行が一定の利益をあげ，配当も6．25フランの水準に安定している点
が指摘される。従ってこの第3期の特徴の第1点は，1929年以降の世界恐慌の
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影響により，国際貿易の縮小のなかで，日仏銀行が，一定の経営安定化を保っ
たことであろう。
　第2点は，経営は一定の安定を示すにもかかわらず，世界経済の一部を構成
する日本経済にも不況の影響があらわれ，過剰生産を避けるため，外国商晶の
流入を阻止する保護主義的政策が一般化した。また日本経済に規制主義的手法
が広がり，金本位制からの離脱が行なわれた。その結果，第二期には日本の3
支店が順調な経営を展開していたのに対し，1931年には横浜支店が閉鎖されて
いる。本店の利潤が東京および神戸両支店の赤字を補填しているとの記述さえ
みられる。
　第3点は，この第3期（特に1935年）の営業報告書では，「日仏銀行のすべ
ての努力は日本との商業活動（opξrati㎝s　commerciales）の発展」にむけられ
ていたと記述され，金融事業への愛着は全くみられないことである。
　また最後の留意点は，ユ936年の報告書で述べられているように，日本在住の
取締役の選任については，パリ本社の一方的決定ではなく，日本支社の役員の
推薦にもとづき決定することがルール化されていたと考えられることである。
日本支店の実績が一定程度認められていた証拠といえよう。
（四）赤字経営・無配当期（1939－1954年）
　日仏銀行の経営が一転して悪化し，赤字経営の結果，配当金もなく，最終的
に消失に至る過程は，第4表により明らかである。
　まず，1939年の6月30日までの財務諸表の説明が行なわれている。今回提出
する期問の報告書には，二つの支店の状態は含まれない。外国との郵便関係の
中断は，日本の支店からの情報を受けることを不可能とした。また近い将来そ
れが入手できるかも疑わしい。他方でこの株主総会の關催を，これ以上遅らせ
ることはできなかった。
　だが貸借対照表を作成するためには，電報で送られた支店の数字をおり込む
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ことができた。戦争の縞果，赤字が記録される。日中問戦争の長期化がおき，
海上貿易の麻痒がヨーロッパの戦争で引きおこされている。
　本店の活動も困難の極だ。だが本店は，1939年5月までは，利益を計上して
いた。そしてこの利益が両支店の損失の多くの部分を補填することを可能とし
た。
　それ以降は，状態は変らず，現在の営業は不利な損失という成果しか記録し
ないだろう。
　また損益計算書の報告のなかには，「日仏銀行は，ここ数ヶ月間，日本支店
からの如何なる報告も受けていない。そこで，ここに報告する財務諸表には日
本の状況については何も書かれていない。だが例外的に，電報で赤字の経営成
果が伝えられた」と書かれている。
　当期の3万6，331フラン86サンチームの赤字を補填するため，前期から繰越
されてきた額より，この赤字額を控除する。従って次期への繰越金は66万
6，963フラン53サンチームとなる。
　また人事については，取締役の選任が問題となる。イチマツ・ホライに代り，
エイゾー・ウエヤマをPh．Crozierに代りPierre　Vaucherをあてる鱒。
　今回報告するのは，6月30日締め切ではなく1941年の12月31日で締め切った
諸表である。それは，1941年6月13日法の第16条の適用によるものである。こ
の法は銀行業務の調整と銀行業の職業としての組織化を計ったものである。こ
の規定は，すべての銀行は，その営業活動を12月31日で締め切らねばならない
と述べている。従って以後，営業年度は1月1日に始まり，12月31日に終了す
る。これは，フランス官報の昨年7月30日の株主への報告欄に書かれている。
　従って今回は株主諸氏に1940隼7月1日より1941年12月30日までの結果を提
示する。この報告書には，日本との郵便停止により，支店の営業状況はあらわ
れない。だが，数字は無線で我々に伝えられた支店からの結果を収録して作成
された。
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　前回以降，経営条件の好転は何もない。1940－41年の経営は，42万2，304フラ
ンの赤字である。
　1940年11月16日法，1941年6月30日法により，取締役会は1941年8月20日の
会議で，Jean　Ba．i皿をPrξsident－Directeu．G色ne．a1に任命した。また財務諸表
を承認し，42万2，304フランの赤字を補填するため，前期よりの繰越金項目よ
り繰越された利益より支払いをする。次期への繰越額は，24万4，659フラン53
サンチームとなろう㈱。
　日本支店との関係は今も中断されたままである。本店は非常な困難に直面し
た。銀行業務には，最良の努力がむけられた。この状況のなかで1942年度は，
本銀行のもつ手段を最大限活用した。今回も報告書は，日本支店のそれを含む
ものではない。だが電話で伝えられた成果の数字のみは収録される。1万
7，913フラン55サンチームの赤字を残している。
　財務諸表の承認ののち，1万7，913フラン55サンチームの赤字は，以前の時
期に繰越された蓄積金から支払い，次期への繰越し金は22万6，745フラン98サ
ンチームとなる。
　その他の議題は取締役の任命である。エイゾー・ウエヤマに代りケンジ・イ
トーをヒデシゲ・カシワギに代り，シンサク・アサダを取締役とする。ともに
東京在住取締役の任命である㈹。
　現在の紛争の広がりは，日仏銀行の経営の分野を極めて限定した。現状に制
約されたわが行の営業活動は1943年度も不利な効果の影響を受けている。2万
3，776フラン24サンチームの赤字である。今年も日本との郵便が不通なので，、
両日本支店は報告書を送ることはできなかった。だが，電信で入手出来た成果
の数値は，諸表に収録されている。
　取締役会では財務諸表を承認し，2万3，776フラン24サンチームの赤字を以
前の時期の繰越金で支払うことを決定した。その緒果，次期の繰越期は20万
2，969フラン74サンチームと決定した。
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　取締役会メンバーの交代については，辞任したジロー・タナカに代りノボ
ル・オオヤチを東京在住の取締役に選任したω。
　この営業期問申（1944年）に，フランスの領土が解放されたことを喜ぶとの
記述がまず報告書にみられる。現在も各国間に存在する敵意が，’国際貿易の復
活を邪魔している。逆にフランスは，日本と戴争状態に入っている。日仏銀行
に課された厳格な条件はまだ存続している。日仏銀行の営業活動は停滞したま
まである。この影響は，営業成果の赤字からも読みとれる。日本の支店と連絡
していた電信網もここ数ヶ月中断されたままである。そこで今回提出する数値
は本社のもののみである。9万4，599フラン90サンチームの赤字である。
　実際には損失はこの数字よりはるかに大きい。以前の経営期間と同じく，そ
の赤字は，大部分が，内部に蓄積された準備金により償却された。それは，い
くつかの項目が以前に過少評価されていたことを示す。この準備金はまだなく
ならない，がやがて消失するだろう。だが，まだ10万8，369フランの繰越金が
残る。
　ケンジ・イトー取締役は，その委任期間が終了するが，現状をかえりみてそ
の再任は，戦争がおわってからとしたい。・
　今回の議案は，まず財務諸表の承認である。そして9万4，599フラン90サン
チームの赤字は，それ以前の繰越金から補損し，次期の繰越は，10万8，369フ
ラン84サンチームヘと滅少する幽。
　日仏銀行取締役会は，19μ一45年の日本両支店の成果を確認できず，入手の
機会を待らていたが，不幸にして，両日本支店と直接連絡をどるすべての可能
性がうばわれ，この希望は無駄であった。今回の株主総会は全くの情報交換で
ある。パリ本店の入手しえた唯一の情報一外務省の部局の協力によるが一は，
日仏銀行日本支店の建物は爆撃でそれほど被害を受けなかったが，その修繕に
は，多額の費用がかかるとのことである。
　昨年1945年5月2日の株主総会で報告した情況を変化させるものはない。日
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本との外交関係は，修復されていない。この国との交易は中断されたままであ
る。従って，今回も経営が赤字となったのはやむをえない。これは不幸な結果
なのだ。両支店との直接の連絡は，つねに不可能であり，今回は本社の状況し
か情報提供できない。
　円だての項目の評価にあたっては，日本で連合国によって規定された固定比
率即ち1ドル15円，即ち1円7．94フランを利用した。
　だが，日本の両支店の「Dotation」の口座は日本通貨は，1円二2．8427フラ
ンで計算されており，これは1936年12月16日の株主総会で報告したとおりであ
る。
　1945年8月15日のオルドナンスによる国民連帯税については，取締役会は日
仏銀行が内部に現金で蓄積していた積立金で支払うことを決定した。また1945
年12月2日法の第4条によると，わが銀行は「預金銀行」．と分類される。
　ユ945年8月15日法の第69条により，外国通貨および不動産で所有するわ榔土
の貸方を再評価し，再評価特別準備金（Rξserve　Spεcia1e　de　R飾aluatio皿）の
総評定額は，2，557万3，006フラン40サンチームヘと変動した。純損失は152万
5，724フラン36サンチームとなった。
　現在の政治惰況故に，日本人取締役は事実上その委任権の実行を停止した。
その代りフランス人を代理の取締役とした。他方で日本での日仏銀行の代表権
を確保するため東京在住の，Savinie皿de　ChampeauxとAndr色Picardを取締役」
に任命した㈱。この年には，日本人が取締役会副会長はじめ一斉に取締役から
解任されている。
　株主総会が遅れて10日に開催さ、れた理由が最初に説明されている。
　パリ本店の望んでいたのと反対に，日本支店からは，1944年の営業期聞以降
の貸借対照表に関する情報しか得られなかづた。パリ本店の理解したところに
よると，1945年の9月30日に，占領軍は，’日仏銀行の両日本支店の閉鎖を命じ，
その可処分資金を日本銀行への移送することを命じたのである。
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　このため，いかなる報告書も作成されず，今回の取締役会は，本社の状況の
みを，純粋に惰報として提供するにすぎない。
　昨年報告したように，日仏銀行の東京支店の不動産は，大がかりな修繕を必
要とした。本社側はそれがSCAP（Comma皿dementSupre㎜edesForces
A1liξes）により接収されたのを知っている。そこにインドシナ銀行がおかれ，
そして数名のフランスからの使節団員が日仏銀行東京支店とともにこの不動産
を占拠している。この接収のお蔭で，修繕は一部実現した。
　パリ本社が一時的に神戸支店を閉鎖した。その建物や設備は所有したままで
ある。営業が再開されたとき日本の二つの支店と本社の関係がより明らかにな
るのでその時最終決定をしたいと報告書は述べている。
　現在は，貿易上の通信のみならず経済的関係を日本と持つこと自体が禁止さ
れているので，この報告書を作成中の1946年には，日仏銀行の経営活動には如
何なる改善もみられなかっれそして本社で大きな赤字があらわれた。「円」
項目の再評価にあたり，本社側は昨年の変換率，一1円を7，94フランとする一
を変化させなかった。だが，1947年の第1四半期には，円のドルに対する比率
が悪化し，占領当局は1ドルを15円から50円にかえたのである。これは，1円
が2．38フランに匹敵するよ
　「Dotati㎝」の口座は，1936年12月16日の株主総会で報告したように，1円
が2・8427フランの交換率にもとづき計算されている。
　赤字は212万6，452フラン81サンチームとなる。この赤字は再評価特別準備金
で支払い，残額は2，192万829フラン23サンチームとなる幽。
　会長，Jean　Bazinの逝去が報告されている。彼は30年近く，取締役会メン
バーとして，日仏銀行の仕事の心であり身体であった。
　1943年3月4日法により，その資本金が全額払込まれていない株式会社は，
当法の第1条により5年の期間内にその払込義務を果さねばならなくなった。
日仏銀行は最後の瞬聞まで一1943年3月4日法で決められた期限1948年3月5
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日の絶対期隈前に一，さらに施行を実施したという決定がみられるだろうと希
望をもっていた。この希望は受入れられなかった。取締役会は株主誌氏の所有
の株式の全額を払込んでくれるよう要求せざるをえない。
　昨年と同じ動機で，取締役会はこの株主総会の召集を遅らせた。今回の総会
も情報を提供するにすぎない。日本の2支店のあらゆる書類は供託されたまま
であり，このため，全社的財務諸表の作成は不可能である。この状況は長びく
おそれがあり，日仏銀行側に課される経費は益々大きくなる。日仏銀行は1948
年12年31日で，本行の通常取引を停止した。そして従業員の殆んどすべてを解
雇したが，これは，損失を最小限におさえ，日本との平和条約の締結La　C㎝一
c1usion　du　Traitξde　Paix　avec　leJaponを待つためである。そして，それをみ
て，活動再開の条件があるかどうかを調査するためである。
　提出した1947年の営業は，赤字にすぎない。2支店との関係にもいかなる改
善もない。「円」の口座は1円＝2．38フランで計算したが，「Dotati㎝」の口座
も同じ比率である。
　損益計算書でみると赤字額は21万3，231フランであり，再評価特別準備金か
ら，赤字を補損したので，次年度繰越しは，1，978万9，597フランである。
　逝去したJean　Bazi皿に代り，フランス人取締役には東京在住のPau1昌Jac－
ques　Duma皿tが最初依頼されたが，数ヶ月ののち，彼は辞任し，個人的理由か
ら日本を去った。そこで，また日本在住のRoger　Aubrmがそれに代った。
　パリ本社の取締役会はまだ，株主総会において，正式の1946年，1947年度の
営業報告を行っていない陶。
　今回も株主総会が遅れたのは，日本支店からの報告が届き，例え口頭であっ
ても，全体の報告が出来ようかと思ったからである。この希望はまだ実現され
ていない。だが次回こそは正常な株主総会がもてると期待する，と報告書は述
べている。というのは，東京のSCAPが，日仏銀行日本支店の財産と書類を
最近供託解除したことを知ったからである。
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　いずれにせよ，今回の財務諸表は，パリ本店のものだけであり，今回の総会
も情報伝達にすぎない。
　1948年の営業は，日仏銀行の従業員の殆んど全員の解雇によりかなり巨額な
赤字を記録した。この解雇については，前回の総会で予告した。
　現在の営業期聞は，この従業員の減少による一般経費の減少で，当然大きく
黒字になると思われる。「円」口座と「Dotation」の口座は，1フラン1円で
計算された。
　1948年5月13日の48－809号法により，経営陣は，貸方の再評価を再度行った。
それにより，“R色serves”の口座が6，548万7，276フラン25サンチームとなったの
である。
　赤字は659万688フラン94サンチームとなり，これは，再評価特別準備金によ
り支払われる。
　我々はChadenet，Vaucher，D皿m㎜t，JeanBazinの後継者および引退した日本
人取締役への俸給支払いの件でまだ承認を要求できない。1945年，46年，47年，
48年，この49年の正式の営業報告ができるときそれをしたいと思う鯛。
　1949年12月14日の前回の取締役会で提案した希望，本社と支店の両者を含む
報告書の提出は，不幸にして1950年にも実現しなかった。事実，周知のとおり，
日本支店のわが行の書類は接収され，臼本銀行へと供託されてしまった。1949
年末に接収解除されたにすぎない。この状態のなかで，わが行の従業員はこの
会計帳簿の山のなかから報告書をつくるのに苦労したのである。次回の取締役
会にはこれらの文書の書類を株主に提出し，完全な財務諸表を提供したい。
　従って，依然として，本日提示する1949年の営業に関する書類は，パリ本杜
についての文書であり，そのため今回もこの総会は，情報提供会議にすぎない。
　日仏銀行の営業活動は，1948年末に中断されたので，1949年の営業成果は，
赤字にすぎない。「円」口座と，「Dotatio皿」口座はともに1円＝O．97フランの
交換比率で計算された。
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　1949年3月17日のデクレ第49－366号により経営陣は「R6ser寸e」口座を計算
しなおし，8，307万4，248フラン85サンチームとした。これは，再評価特別準傭
金を含むのである。赤字額は，86万7，738フラン71サンチームである。上記で
の説明により，今回もまだ俸給支払いをChadenet，Vaucher，Dumant，Jean
Bazinの後継者および引退した日本人取締役に関して承認するようここでは提
案できない。我々が正式な報告を1945年，46年，47年，48年および49年に関し
て提出する時提案したい吻。
　日仏銀行の日本支店がようやく，1944年以降の活動についての報告を送って
きたので，本店の1950年の活動，支店の1944年から1950年の活動についての営
業成果をここに報告する。
　東京支店は，本店と同様，1945年以降営業活動を停止していたが，それは日
本占領当局の命令によるものである。営業成果は赤字である。日本支店活動の
再開の決定については，対日平和条約の締結をまたねばならない（1951年9
月）。
　「円」の口座と「Dotation」の口座は，常に1円＝0．97フランで計算した。
損失は155万7，171フラン42サンチiムで，1944隼以降の支店の損失は合計203
万6，042フラン72サンチームである。以上の損失合計は323万3，781フラン43サ
ンチrムの合計となる。
　1950年の本社と支店の経営数値を承認した。損失額は，236万6，042フラン72
サンチームでこの損失を繰越すことに決定する幽。
　対日平和条約は依然フランス議会で批准されていないので，、わが目仏銀行の
将来について判断するのはつねに困難である。
、現在は，わが社の経営活動は，首都で減少しているので，自然と必然的に赤
字になる。あらゆる物価の上昇もその一因である。
　本社の損失は，289万7，382フテン87サンチームで，1951年の支店の損失は，
26万585フランなので損失合計は，315万7，967フラン87サンチームとなる。
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　この額を1949年，1950年の損失額に加えて，繰越すと，323万3，781フラン13
サンチームとなる。
　従って1949－51年の損失合計は，639万ユ，749フランとなる。
　日仏銀行取締役会は，本社と支店の1951年の活動数字を承認し，損失315万
7，967フラン87サンチームを記録しむこの損失は翌年に繰越される㈹。
　19ユ2年の創立者のひとり，副会長アンリ・ボスケの逝去に哀悼の意が表され
ている。彼は，40年以上その知識とエネルギーを本行にささげてきた。
　日仏銀行の所有する有価証券のなかから，いくつかの証券を売却することに
より実現した利潤のおかげで，今年はわずかの損失を記録するのみの諸表を提
出できる。
　報告しなければならないのは，一フランス大蔵省の代表でもある一Le　Ser．
vicedesDomainesdelaSeine一は，対日平和条約の第14条2項にもとづき，戦
争中に供託されていた株式を現金化した。それは，周知のように日仏銀行の資
本金の40％を占める日本人の参加部分である。この現金化は，パリ証券取引所
でなされた。
　かくして我々が日本人パートナーと別離するのを目の前にして，日仏銀行設
立以来，取締役会の維持してきた，実り多い協力を強調しておきたい。
　日仏銀行に帰属する利益の時効による消失を避けるため，取締役会は1953年
1月までに払込まれていなかった日仏銀行の全株式の買却手続きをとった。こ
れは会社の定款第10条によるものである。これらの株式売却の純益は不在株主
のために保管されている。
　東京支店は，戦争以来如何なる経営活動も行っていないが，取締役会は現在
までのところ，口座の代表的部分に，旧来のやり方がまだ保持されていたと信
ずることができる。
　今後適切に思われるのは，本社の記述部分に支店に相応する記述をあわせた
報告書を株主諸氏に提示することにより，事実に適応すべきと思う。
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損益計算書の貸方勘定は，672万8，461フランの黒字だが，一般経費が679万
761フランに増大するので損失は，6万2，300フランとなる。
　他方，日本での営業活動の再開は一既に述べたように戦争以来中断されてい
たが，周知のような条件下なので，日仏銀行にとって利益をもたらすものでは
ない。
　そこで取締役会は，東京支店の入居していた東京の不動産を譲渡せざるをえ
なくなった㈹。
　日仏銀行の本社および支店の通常の経営活動は，69万6，173フランの損失を
記録した。取締役会は翌年の赤字として繰越しを提案する。
　他方では，日本での通常業務の再開が不可能なので，取締役会は日仏銀行の
東京の不動産の購入申込みを受諾するのが適切だと判断した。この不動産は，
満足できる価格でインドシナ銀行に売却された。日仏銀行の将来については，
取締役会は，フランスでのちに説明する事業の可能性をさぐっている。
　損益計算書は貸方が771万8，992フラン，経費が841万5，165フランなので損失
は69万6，173フランとなる。この額は，1949－52年の損失，645万4，049フランに
加算され，経費1949－1953年の損失合計は715万222フランとなる。
　アンリ・ボスケが1953年中に逝去したので俸給支払いを行ない，2名の新取
締役Aristide　B㎝naud，Paul　Leffraereを指名する直カ。
　以上が，日仏銀行取締役会の株主総会に対する年次報告書にもとづく記述で
ある。最後に1954年に，日仏銀行がクレディ・パリジャンヘと編成替えするプ
ロセスを，クレデイ・パリジャン側の史料により再現しておこう。
　クレディ・パリジャン銀行の定款35条にもとづき，本銀行の1954年の営業活
動の報告について株主総会に集結した株主に報告する。
　本店および支店の日常活動は，193万5，608フランの利益を残した。これを以
前からの損失を補填するために使うことを提案する。日仏銀行東只支店の清算
は，満足できる条件下で遂行中である。
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　「損益計算書」は貸方909万1，648フラン，一般経費は715万6，040フランなの
で利益が193万5，608フランとなる。
　過去の蓄積負債よりこの利益を差引くと715万222フランヘと負債が滅少する。
また，1949－54年の損失は，521万4，614フランヘと滅少する。
　日仏銀行からクレデイ・パリジャンヘの変質に応じて，以下の新取締役を任
命した。GeorgesBussy，PierreGasq旭ieI，RogerPoidatzがそれである。
　他方で旧日仏銀行の取締役5名が辞任した。取締役会会長，レイモン・マル
チニも健康を理由に辞任。彼は1912年より会社に貢献してきた。そこで名誉会
長に任命される。マルチニに代り，日仏銀行の創設以来関係してきた，Muller
が会長職に就き，Gasquielが，専務取締役となる。
　新しいクレディ・バリジャンの経営陣は，会長Mul1er，専務取締役Gas－
quiel，取締役Bussy，Catalo馴e，Poid池である。
　監査報告書のなかに，日仏銀行がクレディ・パリジャンに変更された部分に
関する記述がある。それによると「貴行（日仏銀行）の定款は再編成され，名
称も変更した。それはご存知のとおり，ユ954年12月28日の臨時株主総会におい
てである。日本での営業活動の中断から出発した事態が臼仏銀行全体をとらえ
たのである」㈱。
　クレデイ・パリジャンの株主総会での取締役会の報告書は，1955年から1959
年までのそれがクレデイ・リヨネに保管されている。その営業成果は十分将来
を期待できるものであり，新銀行の努力は自行の営業活動に不可避な安全性の
概念を失うことなく，続けられた。
　クレデイ・パリジャンは今回の営業活動中，商業活動を目ざましく発展させ，
商業手形の取扱額は1945年に比べ殆んど4倍化したのである。そして，純益を
332万1，834フラン記録する。この純益は法定準備金に5％を充てたあと，従来
の赤字の償却に使われ，累積赤字額は521万4，614フランより195万502フランヘ
と急滅する鵠。
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　第4期（1939－1954年）は，第2次世界大戦の混乱のなかで，日仏銀行の経
営が創立以来はじめて赤字を記録し，配当も行なわれなくなり，、最終的には，
1954年12月にクレデイ・パリジャンヘと組織を再編することにより，日仏両国
の協力からなる日仏銀行が個別企業としての生命をとじるまでの時期を対象と
している。取締役会の議事録からなる当期の歴史を今まで検討してきたが，こ
こであらためて以下の諸点を指摘しておきたい。
　まず第1点は，日仏両国をめぐる国際環境の激変が日仏銀行の経営に与えた
影響を認識しておくべきことである。第2次世界大戦が始まっても，日本政府
は，フランス南部のヴィシーに成立した親独政権（ヴィシー政権）と交流があ
り，この外交関係のもとで，日仏銀行は，1945年まで通常の営業が行なわれる。
ところが，1945年にフランスが，レジスタンスと連合国の力により解放された
途端に日仏両国は敵対関係に入るのである。従って，第2次大戦期に営業を許
可されていた数少ない外国系銀行として，日仏銀行日本支店は，連合国占領軍
に営業を禁止され，その書類は接収されてしまうのである。また，フランスの
ドゴール政権にとっても，ヴィシー政権下で営業を許可されていた敵対国日本
の資本と経営者の参加する日仏銀行は，育成の対象というよりは懲罰の対象と
なったといえよう。
　以上の国際環境の激変下で，日仏銀行のパリと東京間の連絡が途絶し，、最終
的には日仏銀行の生命が絶たれることが第2点として注目されるべきである。
即ち，最初の日本支店からの本社への違絡の中断は，既に1939年の報告にあら
われるが，その後両国の郵便交換の停止（1940年）一，両国の無線中断（ユ944
年）などにより，日仏銀行はパリ本店の数値のみをもとに「取締役会」を開催
し，日本支店の数値が報告されたのは，ようやく195q年の営業報告書において
である。また取締役会のメンバーについてみると，．フランス人がたえず多数派
を占めたとはいえ，1－3期まで常に日仏両国人からなっていた取締役会は，
1945年に日本人取締役が一斉に辞任し，以後取締役は，全員フランス人となる。
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更に資本金についてみると1912年の創立期の資本金は，フランス側60％，日本
側40％出資であったが，1952年にこの日本側出資分がフランス側に接収され，
日仏銀行から日本的要素が完全に駆逐されたのである。
　その結果，第3点として，1954年12月に日仏銀行の定款が変更され，クレ
ディ・パリジャンヘと名称が変更になるのである。どの時点をもって日仏銀行
が，その生命をおえたかについては，日本人取締役が一斉に退障した1945年が
まずあげられるが，日仏銀行の資本金の日本側出資分40％が接収された1952年
の時点も重要な年度と考えられる。だが本稿では，日仏銀行という名称が，ク
レディ・パリジャンヘと変更された1954年を重視したい。新銀行が首都パリを
申心とした銀行業務へと専念し，利益をあげていくことから，従来の日仏銀行
とは全く別個の銀行となったと考えられ，1954年こそが日仏銀行消滅の年とい
えよう。
むすび
　以上本稿では，1912年に設立され1954年に生命をおえた日仏銀行の40年を越
える営業の実態をクレディ・リヨネ銀行史料室に保管されている，日仏銀行株
主総会における取締役会の報告書を活用することにより記述してきた。研究史
上，既述の波形論文が「主として為替業務の面に活動したようであり」と述
べ㈱，『日本興業銀行50年史』が，第1次大戦の勃発と共に「仏国資本の東洋
進出は杜絶の状態に陥った」と記述したに遣ぎなかった㈲，日仏銀行の全歴史
がここに明らかにされたのである。不完全とはいえ，日仏銀行の創立から消失
に至るまでの史実それ自体が明らかにされたことに，本稿の第1の意義がある。
　また第2の意義として，ここに指摘しておきたいのは，本稿の日仏銀行に関
する40年を越える経営実態の解明を通じて，日仏銀行の設立の研究史上の位置
づけが，再検討される必要が生じたことであろう。日仏銀行の設立について研
究史は「この時期には外資導入が植民地金融政策の規定的役割を形成したが
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・…・日仏銀行はその象徴であ？た」㈱之述べてい私たしかに，貝仏銀行設宴
の日本側の意図には外資導入による植民地金融の実践ζいう目的がみられたg
だが，現実g）日仏銀行の40年の歴史は，．植民地や印国、の資本再輸出には，殆
、んど関係せず，専ら日仏聞ρ貿易に伴う為替業務牟ら利益を李げていたのであ
る。
　日仏銀行設立にあたっては，巳仏両政府に共通の目的があった。それは，日
仏間の経済・金融関係を直接違結し，その関係を強化することであった。他方
両国の日仏銀行設立の目的に差異もみられた。日本側は，、フランスから輸入し
た資本を，植民地や中国へ、と輸出する意図をもっており，フランス政府側」は，
日仏銀行の業務を可能な限り，貝仏；国間の業務吐こ限定レ，アジアヘの傘融的
進出は，既存のインドシナ銀行を通じて行な幸うとしたのである。本稿の考察
にょり日仏銀行経営の実態をみる限り。．日本政府側の政策意図と経営の実態に
は，明ら刺こずれがあった。この点フランス政府側の意図が貫徹し，日仏銀行
の業務は，植民地金融に深入りせず日仏関係に限定さ牝ていたといえよう。．
　常3点は，、経営体としての日仏銀行の評価である。一日仏銀行の資本金は，ソ
シェテ・ゼネラルなど大型事業鐸行の時であり，決して小規模銀行という
ことはなかった。更に営業成果は，好調であったといえよう。既に考察してき
たように，第1期，第2期および第3期ξもに日仏銀行の経割ま黒字で，株式
配当も順調であり，余剰利潤は内部蓄穣へとまわされた。すべてが逆転したの
が19事9年より始まる第4期である。」当期は赤字経営で配当一も牽されなかρた。
だが，当期各年度の赤字は，第ユ期一3期の内部蓄積ですべて補填されている
ので，外部機関からの借入れによる赤字の補填は二切みられない6二目仏銀行は，
自」ら利益をあげ内部蓄積した資金を赤字経営期ρ欠損の補壕に充て，そ9内部
蓄積が費消さ水尽くす直前に消失した金融機関と規定すろこ、とができようぺ
　こう考えるならば，最後に第4点として，この日仏銀行存在ρ歴史的意義は
どこにあったと考えることができるのだろうか。日仏銀行の歴史上最大の存在
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意義は，日仏両国の日露戦争後から第1次世界大戦期にかけての，友好関係を
樹立するにあたっての数少ない，日仏協調の公的組織であったことである。日
仏銀行は，資本金からみても，従って取締役会のメンバーの数から言っても，
フランス側が多数派を占め，フランスの利益が貫徹するように工夫された組織
であった。だが，日本からみても実際に数少ない日仏友好を促進する機関だっ
たのである。
　日仏銀行への日本側大型出資機関は，日本興業銀行であり，日仏銀行取締役
会副会長は1945年日本人取締役全員辞任時点まで，常に日本興業銀行総裁が就
任していた。その他，日本興業銀行理事，横浜正金銀行，第一銀行，三菱銀行，
三井銀行などの関係者が取締役に就任して経営に協力していた。他方フランス
側は，初代日仏銀行取締役会会長が，フランス銀行出身で，ソシエテ・ゼネラ
ル頭取である，アンリ・ゲルノー（Henri　G㎝rmaut）であった。彼の後任と
なった（1915年）シャルル・デュモン（Charles　Dum㎝t）が元大蔵大臣であっ
たことから，官民トップの人材が参加していたといえる。その他フランス側で
は，在日フランス大使の取締役会への参加もみられたが，インドシナ銀行，ク
レディ・リヨネ，ロスチャイルド銀行関係者の参加はみられない。
　今回の論文で，日仏銀行取締役会のメンバーをすべて明らかにすることがで
きたが，これらの人々の周囲に日仏経済・金融関係の強化を望む人々のネッ
ト・ワークが形成されていたことが想定される。だが，その具体像の解明につ
いては今後の課題である。また，1912年の日仏銀行設立期と前後するかたちで，
渋沢栄一とA・カーンとの問に，日仏両国の民間銀行家同志のネットワーク
が形成されつつあった㈲。この渋沢栄一とA・カーンの人的ネット・ワークは，
日仏銀行形成史のなかで，主流の位置からはずれていったのではないかと思わ
れる。それが，渋沢栄一をして，日仏銀行相談役を辞任（1917年）させるに
至った理由であろう。
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